
 
 

労働基準法の実務講座 

～労働時間、休憩、休日、賃金、時間外・休日労働、年次有給休暇のポイントと留意点～ 
労働時間、休憩、休日、賃金、有給休暇は労使トラブルの発生しやすい重要な事項です。また、政府

の「働き方改革実行計画」の施行に伴い、多様な働き方改革に加え、これまで以上に厳格な労働時間

管理（残業規制）が求められます。そこで、本講座では最低限必要な法律知識の習得に加え、実務上の

ポイントと留意点について分かりやすく解説いたします。（事業主様、人事・労務ご担当者様対象） 
 

開 催 要 領 
１．日 時:２０２５年 5 月１５日（木）１０:３０～１5:３０ 
２．場 所:道特会館 ５階大会議室 A （札幌市中央区北２条西２丁目 26 番地） 
３．講 師:西林社会保険労務士事務所  所⾧ 西林 寛昌 氏 
４．受 講 料:会 員(お一人様)     ８，８００円（消費税込み） 

一 般(お一人様)   １２，１００円（消費税込み） 
※受講料は、請求書を受領後に、開催日前日までに銀行振込にてお願いいたします。 

尚、振込手数料は貴社にてご負担願います。また当日キャンセルの場合は、返金いたしませんのでご了承願います。 

 

 

5. 申込期限:５月８日（木）※但し、会場は定員になり次第締め切らせていただきます。 
6．参加申込:下段の URL、二次元コードから Web で入力、又は添付申込書で FAX にてお願います。 

※「会場参加」か「オンライン参加」を選択してください。ただし、「会場参加」が定員に達した場合
は、「オンライン参加」のみの受付となります。 

７．お問合わせ:北海道経済連合会 労働政策局 担当 高橋・児玉       Tel:011-251-3592 
※受講票は、請求書とともに発行いたします。会場受講の方は受講票を当日、ご持参ください。 

■「労働基準法の実務講座」申込書（2025/5/15 開催）■ 
北海道経済連合会 労働政策局 行（FAX：011－231－2311）    年  月  日 

【個人情報の取扱いについて】 
①本申込書でご記入いただく個人情報は、本セミナーに関するお知らせ、お問い合わせおよび開催・運営に関する事項

の他、当会のプライバシーポリシーの利用目的の範囲で利用いたします。⇒https://www.dokeiren.gr.jp/privacy/ 
②ご記入いただいた個人情報は、本セミナーの講師、委託先に提供する場合があります（ただし、電話番号、FAX 番

号、E-mail アドレスを除きます）。①②の個人情報の取扱いに同意いたします（□にチェックを記入願います）。 
Q：この講座・講習について知ったきっかけや情報源をお知らせください。（該当番号に〇印をお願いします） 

１.道経連 HP  ２.道経連通信  ３.人事労務だより ４.道庁ＨＰ   

５.その他（                                   ） 

会 社 ・ 団 体名  

受 講
所属・

役職等 

 フリガナ 

氏名 

 経験

年数 

 

年 

受講方法をお選びください 会場参加 ・ オンライン参加 

会場参加を希望の方は受講票の受取方法を 

お選びください 

E-MAIL ・ FAX 

E-MAIL の場合はお申込み御担当様宛となりますので必ずご記載ください 

オンライン参加を希望の方は視聴用 URL を 

受取るためのメールアドレスをご記載ください 

 

申 込 ご 

担 当 者 

所属・役職等 氏 名 

 

電話  ＦＡＸ  

E-mail address： 

<支払方法>（ ）月（ ）日 <北洋、道銀、北海道信金>にて振込みます。 
※上記、振込予定日、振込金融機関を記載願います。二次元コードから申込⇒ 

URL から申し込みは→https://forms.office.com/r/Bgwf67J9mE 

オンライン同時開催 

●振込先口座名：北海道経済連合会労働政策局 

･北洋銀行本店（普）０００９７８７ ･北海道銀行本店（普）０１０３２９３  ・北海道信用金庫本店（普）５０４０４７０ 

 



 

 

【講 座 内 容】 
 

１．労働時間をめぐる法律知識 

①労働時間とはどのような時間か 

・労働基準法上の定義はなし 

・使用者の指揮命令下に置かれいるとは 

・拘束時間と労働時間 

・更衣、仮眠時間は労働時間か 

②労働基準法上の労働時間の規制とは 

・労働時間の原則と特例 

・１週と１日の単位とは 

・法定労働時間と所定労働時間 

③自由参加の社員教育は労働時間になるか 

・労働時間になる場合 

・労働時間にならない場合 

 

２．休暇をめぐる法律知識 

①休憩時間の長さとは 

②休憩の３原則とは（途中付与、一斉付与、自由利用の

原則） 

 

３．休日をめぐる法律知識 

①休日と休暇の違いとは 

②労働基準法で定める休日とは 

・休日は週１日が原則 

・休日に関する実務上の留意事項 

・週休２日制の場合法定休日を特定すべきか 

③休日の振替と代休の違いは 

・振替は事前振替、代休は事後振替 

・代休は必ず与えなければならないか 

 

４．賃金（割増賃金を含む）をめぐる法律知識 

①賃金とは何か（労基法上の定義） 

・賃金に該当するもの 

・賃金に該当しないもの 

②賃金支払の５原則とは 

③時間外・休日・深夜労働の割増賃金率 

・労働基準法で規定する割増賃金の額 

・時間外・休日・深夜労働が重なる場合の割増率 

 ④割増賃金の定額払（固定残業制）は有効か 

 

５．時間外・休日労働をめぐる法律知識 

①時間外・休日労働の要件は 

・労基法上（公法上）の要件とは 

・民事上（私法上）の要件とは 

②３６協定による時間外労働の上限 

・３６協定の原則的な限度時間 

・特別条項を定めた場合の上限 

・３６協定による時間外労働の実時間数の上限 

③時間外労働の上限規制が適用除外又は緩和さ 

れる業種とは 

・商品開発や技術開発従事者の適用除外 

・建設、自動車運転手及び医師の特例扱い 

 

 

④労働時間・休憩・休日の適用除外者とは 

・適用除外の管理監督者とは 

・判例からみた管理監督者の判断要素 

 

６．使用者の労働時間管理をめぐる法律知識 

①労働時間の適正管理に関する法的義務とは 

②社員の自発的残業を放置した場合 

・残業の基本は「使用者の業務命令」 

・黙示の残業命令とは 

・自己申告制と黙示の残業命令 

③在宅勤務の労働時間管理の方法 

・在宅勤務で配慮すべき事項 

・長時間労働を抑制する方法 

・在宅勤務を成功させるためのポイント 

 

７．年次有給休暇をめぐる法律知識 

①年次有給休暇の発生要件とは 

・入社後最初の年次有給休暇発生要件 

・勤続による年次有給休暇日数の加算要件 

・短時間労働者の年次有給休暇の日数 

②年次有給休暇の基準日の統一方法 

③半日単位の年次有給休暇と問題点 

④未消化の年次有給休暇の処理 

・年次有給休暇の繰り越し時効 

・年次有給休暇の買い上げは適法か 

⑤欠勤、病休等への後日の年次有給休暇への振替

えは適法か 

⑥退職予定者に年次有給休暇を与えなくてもよ

いか 

⑦年次有給休暇の利用目的を記載させてもよい

か 

⑧年次有給休暇の計画的付与の有効活用 

・計画的付与制度とは 

・計画的付与の休暇日を有しない労働者の取扱

い 

⑨使用者による年次有給休暇の時季指定 

・使用者による時季指定の義務づけ 

・年次有給休暇の前倒し付与と使用者の時季指

定義務 

以上 

 

 


